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令和６年度(集団がん検診B)第　　　号　 仕　様　書

令和７年度名張市集団がん検診（B日程）業務委託

名張市　鴻之台１番町ほか　地内

金額 一金 円也 （内本体価格

本業務委託である集団がん検診（B日程）は、各地域を巡回することで地域を
網羅できる受診促進のための日程に関するものであり、各地域市民センター
において、集団がん検診（胃、大腸、肺、子宮頸がん、乳がん）を実施する。子
宮頸がん検診は20歳以上の女性を対象に、その他の検診は40歳以上が対象
となる。

設　　　計　　　用　　　紙 名　　　　張　　　　市

）

令和７年４月１日 令和８年３月３１日

概要 施行理由



符号 名称 摘要 単位 数量 単価 金額 備考

1 胃がん検診
胃部レントゲンデジタル撮影8方向、
医師による二重読影含む 件

300

2 大腸がん検診 便潜血2回法、便中LA2回法
件

450

3-1 肺がん検診
胸部レントゲンデジタル撮影、
胸部読影料、デジタル・ダブル 件

350

3-2 肺がん検診 喀痰細胞診3日蓄痰サコマノ法
件

10

4 子宮頸がん検診 子宮細胞診、頸部
件

300

5-1 乳がん検診マンモグラフィ1方向
MLO撮影、
医師による二重読影含む 件

350

5-2 乳がん検診マンモグラフィ2方向
CC撮影、
医師による二重読影含む 件

100

※単価は見積徴収し
た業者の単価を使用

本体価格
＊数量は変動する場
合があります

消費税 ％ 10

積算用紙 名張市

＊数量は変動する場合があります。

令和７年度名張市集団がん検診（B日程）業務委託

計

・検診会場準備、片付
け、受付業務、自己負
担金の受領、各種検
診を遂行するために
必要業務も含む
・65歳以上の肺がん
検診は結核検診も併
せて実施
・結果通知及び、受診
勧奨も含む
・精密検査者へのCD
作成業務も含む
・胃がん・肺がん・子宮
頸がん・乳がん検診
で、20名/日×単価は
最低保証として支払う



名張市集団がん検診（Ｂ日程）業務委託契約仕様書 

 

この仕様書は、名張市（以下「発注者」という。）が、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に基

づき実施する集団がん検診について、受注者へ業務委託する業務の細目等を定めるものとする。 

 

１．履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（契約日から令和７年３月３１日までは準備期間とする。） 

 

２．実施日時・場所 

７月から１１月の間で各市民センター９か所と１月に市役所２日間の全１１日間（１０か所）にて巡回

検診を実施する。１１日間の内、午前に胃がん検診・肺がん検診・大腸がん検診・子宮がん検診・乳がん検

診を実施する日が 10 回、午後に、子宮がん・乳がん検診を実施する日が 1 回とする。また、午前にがん検

診を実施する 10 回の内、胃がん検診のバスを 2 台配車する日を 4 回、また特定健診を午前に同時実施する

日を 2 回実施する。会場やがん検診の内容については、別添「令和７年度集団がん検診（B 日程）検診内

容(予定)」を参考に、会場に検診車両バスを配車し、検診業務を実施すること。日程の詳細については、双

方で協議すること。 

日程調整は準備期間中に行うものとし、準備期間中の費用については受注者が負担すること。 

 

３．業務内容 

種類 対象年齢 

 

 

がん検診業務 

① 胃がん検診 40 歳以上の者 

② 肺がん検診 40 歳以上の者 

③ 大腸がん検診 40 歳以上の者 

④ 子宮頚がん検診 20 歳以上の者 

⑤ 乳がん検診（マンモグラフィ） 40 歳以上の者 

【備考】 

・検診会場準備、片付け、受付業務、自己負担金の受領※１、各種検診を遂行するために必要な業務も

実施すること。 

・65 歳以上の肺がん検診は結核検診も併せて実施すること 

・市役所で実施のがん検診においては、協会けんぽ加入者が対象となる特定健診とがん検診のセット健

診となるため、健診当日の特定健診・特定保健指導も受注者において実施すること。なお、特定健診・

特定保健指導に関しては、全国健康保険協会 三重支部との契約とする。詳細や調整は全国健康保険協

会 三重支部を含めた調整とする。 

・結果通知及び受診勧奨も実施すること※2 

・精密検査者の CD 作成業務も実施すること※3 

・各検診の詳細については、別添の各検診の特記仕様書及び下記指針等に準拠すること 

〇「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」 



（平成２０年３月３１日健発第０３３１０５８号厚生労働省健康局長通知） 

〇「市町村事業におけるがん検診の事業評価の手法について」におけるチェックリスト 

（検診実施機関用） 

 

※１．自己負担金の受領  

（１）検診会場の受付にて、受診者から自己負担金（検診受診者が、検診の利用の対価として、発注者に

対して支払う金額をいう。以下同じ。）を受領すること。また、自己負担金の受領は必ず、検診受診者

個々人の検診の実施前に行うこととし、自己負担金の支払なく、検診を実施することは禁止とする（自

己の名で「がん検診自己負担金減免申立書」を提出しようとする者を除く）。 

（２）がん検診自己負担金減免申立書の提出があった場合は自己負担金の受領は行わないこと。 

（３）受注者が自己負担分の支払を受けた時点で、委託料の一部（受領した自己負担金の合計金額分）の

支払を既に発注者から受けたものとする。 

 

※２．結果通知及び受診勧奨 

（１）個人結果の通知  

受注者は、検診実施後、４週間以内を期限として発注者に結果報告を行うこと。 

受診者全員の個人結果通知を発注者指定の封筒に封入封緘を行い、発注者に納品すること。 

「要精密検査」判定者には個人結果通知書のほかに以下のものを同封すること。 

ア 検診結果のお知らせ 

イ 依頼書・紹介状 

ウ 「精密検査通知書・精密検査医療機関」（発注者が作成した書式） 

（２）各がん検診の結果及びそれに関する情報※について、発注者や医師会等から求められた項目を全

て報告すること。 

 ※「各がん検診の結果及びそれに関する情報」とは、地域保健・健康増進事業報告に必要な情報を指す。 

（３）結果一覧表の提出 

  検診結果はExcel・XML 形式の両媒体で提出すること。 

（４）要精密検査者への追跡調査 

  以下アからエのとおり、要精密検査者に対する追跡調査を行うこと。 

  ア 検診結果が「要精密検査」となった受診者へは、結果通知とともに医療機関への受診を勧奨す

る。 

  イ 精密検査結果及び治療結果（病理組織診断や病期及び治療内容）を精密検査実施機関から受け

る。 

ウ 未受診者に対しては、年度内に再勧奨を実施する。 

エ 受注者は、追跡調査結果を「精密検査結果一覧表」として項目別に作成し、発注者に対し、文書

で報告する。 

 

※３．画像データ等を記録した CD の作成について 

（１）受診者への案内に、画像データの取り寄せに必要な手続き等を明記すること。なお、手続きの詳細



及び案内の文面については、本契約締結後の別途協議によることとし、受注者が用いることとする書

式について発注者の確認と承諾を得ること。 

（２）上記（１）の手続に係る申込みの受付は発注者が行い、随時受注者へ電話にて連絡すること。 

（３）発注者からの申込に基づき、当該受診者（申込者）の画像データを記録した CD を作成すること。

このCD については、当該受診者（申込者）の検診結果に関わらず、CD を作成すること。 

（４）発注者から連絡を受けた後、１週間以内に、作成した CD を発注者へ納品すること。 

（５）複数の検診で申込があった場合には、それぞれの検診ごとに CD を作成すること。 

 

４．契約金額及び支払いについて    

（１）契約金額（委託業務の対価であって、報酬のほか、委託業務を遂行するための必要経費、支出を

含む。）は、各検診の単価に受診者数を乗じた額の合計額に、消費税及び地方消費税分を加算した額

とする。なお、消費税率に変更があった場合は変更後の率にて再計算すること。また、契約金額の単

価については、実際の受診者数と検診予定数量に増減があったとしても変更はしないものとする。 

発注者は、受注者に対して、前項の委託料から委託業務の検診受診者が負担する自己負担分（受注

者が当該検診の実施前に収入した自己負担分に限る。）を差し引いた金額を支払うこと。 

（２）受注者は、１か月分（毎月初日を始期とし、毎月末日を終期とする。）の実施済みの業務に係る契

約金額を一括して、翌月末（当該日が名張市役所の閉庁日である場合には、翌開庁日）までに発注者に

請求書を提出すること。 

  発注者は、請求書及び結果報告を受け取ったのち、当該請求に係る金額が、上記（１）の計算方法に

従った正しい金額と認めるときは、請求日の３０日以内に支払の手続きを行うものとする。請求書記

載の金額が正しくないときは、受注者は発注者の指示に応じ、修正した請求書を再度発注者に提出す

ること。この場合の支払いは、再度提出した請求日の３０日以内に支払いの手続きを行うものとし、

以降同様とする。 

（３）胃がん・肺がん・子宮頸がん・乳がん検診については、最低保証人数を１日あたり 20名と設定

し、当日受診者が 20名未満であっても、各がん検診の単価に 20名を乗じた額を支払う。なお、乳が

ん検診の最低保証人数 20名に乗じる単価は乳がんマンモグラフィ 1方向の単価料金とする。 

 

５．検診実施予定日の中止及び延期等 

（１）検診実施予定日において、検診を実施することができないと発注者が判断する事由が生じた場合

は、発注者は、実施が予定されていた検診業務を契約期間内に行わないこととする措置（以下「中止」

という。）、又は契約期間内の別の日（検診実施予定日を除く。）に受注者の承諾を得て代替の日程と

して定める措置（以下「延期」という。）をとることができるものとする。 

（２）検診を実施することができないと発注者が判断する事由は、次のいずれかの場合をいう。 

 ア 台風、地震その他自然災害が発生し、又は発生する恐れが認められる場合において、受診者の

安全等に配慮して委託業務の遂行を行うことができない恐れが認められる場合 

 イ アのほか、検診実施予定日において委託業務のうち検診業務が実施されることが不適当なも

のと認められる客観的状況が発生し、又は発生する恐れがある場合 

（３）検診実施の中止及び延期に伴い、事前に見込まれていた受診者数が減少して生じた逸失利益分に



ついて、受注者は、発注者に対し、中止又は延期の理由を問わず、その賠償又は補償を求めることは

できないものとする。 

（４）実施予定日が延期されることに伴い受注者に生じた増加費用の一切は受注者の負担とする。 

（５）検診実施予定日の中止及び延期は、発注者の受注者に対する事前の通知によって、一方的に行う

ものとする。この通知は、発注者の受注者に対する電話連絡、書面の交付（郵送を含む。）又は電子

メールの送信等の電磁的方法のいずれかによるものとする。 

 

６．その他 

（１）受注者は、発注者の事前の書面による承諾を得ない限り、委託業務の全部又は一部を第三者に再

委託してはならないものとする。 

 （２）個人情報の保護については、別添の「個人情報の取扱いに関する特記事項」「情報セキュリティ

遵守特記事項」を遵守すること。 

（３）本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合については、受注者独自の判断は避け、発注者

と協議して定めること。 

 

 

 

 



（別添）

令和7年度 集団がん検診（B日程）検診内容(予定） ●バス1台 ◎バス2台

会場 肺がん（午前） 胃 がん（午前） 大腸がん（午前） 子宮がん（午前） 子宮がん（午後） 乳がんマンモ（午前） 乳がんマンモ（午後） 乳がんエコー（午前） 乳がんエコー（午後） 特定（午前）

1 7月28日 日 美旗市⺠センター ● ◎ ● ● ●

2 8月1日 木 防災センター ● ●

3 8月31日 土 桔梗が丘市⺠センター ● ◎ ● ● ●

4 9月1日 日 薦原市⺠センター ● ● ● ● ●

5 9月7日 土 すずらん台市⺠センター ● ◎ ● ● ●

6 9月28日 土 百合が丘市⺠センター ● ● ● ● ●

7 10月6日 日 ⽐奈知市⺠センター ● ● ● ● ●

8 11月2日 土 錦⽣市⺠センター ● ● ● ● ●

9 11月17日 日 つつじが丘市⺠センター ● ◎ ● ● ●

10 1月17日 金 市役所 ● ● ● ● ● ●

11 1月22日 水 市役所 ● ● ● ● ● ●

R6年度日程参照

※10・11の市役所で実施の検診については、協会けんぽの特定健診とがん検診のセット健診



胃がん検診特記仕様書 

１．件 名  

胃がん検診 

 

２．対象者  

名張市に住民登録のある４０歳以上の市民（昭和６１年３月３１日までに生まれた者） 

※下記に該当する者及び胃疾患で受療中の者、入院中の者は除く。 

①バリウムアレルギーや消化管の閉塞又はその疑いのある者 

②飲み込みに問題のある者 

③植え込み型心臓ペースメーカー装着者（エックス線によるペースメーカーの誤作動に 

関する安全対策が確保されるまでは、胃部エックス線直接撮影を見合わせる。） 

 

３．検査の精度管理 

①検診項目 

 問診及び胃部エックス線検査 

②問診 

「胃がん検診問診票」を用いて、現在の症状、既往歴、家族歴、過去の検診の受診状況等を

聴取すること。 

③胃部エックス線撮影 

１）撮影機器： 

Ｉ・Ｉ（イメージ・インテンシファイア）方式を用いたＤＲ（デジタル・ラジオグラフィ） 

撮影機器もしくは１００×１００ｍｍフィルム撮影機器 

受注者は、日本消化器がん検診学会の定める仕様基準を満たすものを使用し、撮影機器の 

機種等を発注者へ事前に報告すること。 

２）撮影枚数： 

最低８枚 

３）撮影体位及び方法： 

日本消化器がん検診学会の方式によるものとし、次の項目を満たすこと。 

 ア：造影剤の使用は、濃度、用量の適切な管理（１８０～２２０Ｗ／Ｖ％の高濃度低粘 

  性粉末バリウム１２０～１５０ｍｌ）をするとともに、副作用等の事故に注意するこ 

と。 

 イ：胃部二重造影法による以下の８体位を基準とすること。 

  ・背臥位二重造影：正面位または正面像（体部―幽門部） 

・背臥位二重造影：第１斜位（幽門部―体下部） 

・背臥位二重造影：第２斜位 頭低位（体部―幽門部） 

・腹臥位二重造影：正面位 頭低位（体部―幽門部） 

・腹臥位二重造影：第１斜位（上部全壁―小彎） 

・右側臥位二重造影：（上部小彎） 

・背臥位二重造影：第２斜位（体部後壁，振り分け） 

・立位二重造影：第１斜位または正面位（上部大彎または後壁） 



４）撮影技師 

日本消化器がん検診学会が認定する胃がん検診専門技師の資格を取得したものであること。

受注者は撮影技師の全数と日本消化器がん検診学会認定技師数を報告すること。 

なお、撮影技師が不在で医師が撮影する場合は除く。 

④胃部エックス線読影 

   二重読影とし、原則として判定医の一人は日本消化器がん検診学会認定医とすること。 

   また、必要に応じて過去に撮影したエックス線写真と比較読影すること。 

受注者は読影医の全数と日本消化器がん検診学会認定医数を報告すること。 

 ⑤記録の保存 

  １）胃部エックス線画像 

   少なくとも５年間保存すること。 

  ２）問診記録及び検診結果 

   少なくとも５年間保存すること。 

 ⑥受診者への説明 

  発注者が用意する下記の６項目を記載した資料を、受診者全員に個別に配布すること。 

１）要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要性があることを明確に知らせ 

る。 

  ２）精密検査結果は市へ報告すること、また他の医療機関に精密検査を依頼した場 

   合は、検診機関がその結果を共有することを説明する。 

  ３）精密検査の方法について説明する。（胃部エックス線検査の精密検査としては胃内視鏡検 

査を行うこと、及び胃内視鏡検査の概要など。胃内視鏡検査の精密検査としては生検また 

   は胃内視鏡検査の再検査を行うこと、及び生検の概要など） 

  ４）検診の有効性（胃部エックス線検査による胃がん検診は、死亡率減少効果があること） 

   に加えて、がん検診で必ずがんを見つけられるわけでないこと（偽陰性）、がんでなくても 

   がん検診の結果が「陽性」となる場合もあること（偽陽性）など、がん検診の欠点につい 

   て説明する。 

  ５）検診受診の継続（隔年）が重要であること、また、症状がある場合は医療機関の受診が 

   重要であることを説明する。 

※ただし当分の間、胃部エックス線検査については、年１回受診しても差し支えない。 

  ６）胃がんがわが国のがん死亡の上位に位置することを説明する。 

 

４．システムとしての精度管理及び事業評価に関する検討 

 ①受診結果の通知及び説明 

受注者は、発注者へ検診実施後遅くとも４週間以内に結果報告を納品すること。 

受診者への結果の通知・説明は、問診を参考として、胃部エックス線検査の結果より判断し、 

発注者より受信者へ通知するものとする。 

 ②地域保健・健康増進事業報告に必要な情報の報告 

  １）がん検診の結果及びそれに関わる情報 

受注者は、発注者から求められた項目をすべて報告すること。 

 



  ２）精密検査方法及び、精密検査（治療）結果（内視鏡診断や生検結果、内視鏡的治療また 

は外科手術所見と病理組織検査結果など） 

受注者は、発注者から求められた項目の積極的な把握に努めること。 

 ③撮影や読影向上のための検討会や委員会の設置 

  受注者は、撮影や読影向上のための検討会や委員会（第三者の胃がん専門家を交えた会）を 

設置すること。 

 ④事業評価 

受注者は、検診結果について要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度等のプロ 

セス指標値を把握し、プロセス指標値やチェックリストの遵守状況に基づいて精度管理状況 

を評価し、改善に向けた検討に努めること。 

 

 



肺がん検診特記仕様書 

 

１．件 名  

肺がん検診 

 

２．対象者  

名張市に住民登録のある４０歳以上の市民（昭和６１年３月３１日までに生まれた者） 

※上記対象者のうち、肺疾患で受療中の者、入院中の者は除く。 

 

３．検査の精度管理 

①検診項目 

検診項目は、質問（医師が自ら対面で行う場合は問診）、胸部エックス線検査、及び質問の結 

果、５０歳以上で喫煙指数（1日本数×年数）が６００以上だった者（過去における喫煙者 

を含む）への喀痰細胞診とする。※。 

※質問は必ずしも対面により聴取で実施する必要はなく、受診者に自記式の質問用紙を記載

させることをもって代えることができる。また、加熱式タバコについては、「カートリッジの

本数」を「喫煙本数」と読み替える。 

②質問（問診） 

質問（問診）では喫煙歴、妊娠の可能性の有無を必ず聴取し、かつ、過去の検診の受診状況 

等を聴取する。また最近６ヶ月以内の血痰など自覚症状のある場合には、検診ではなくすみ 

やかに専門機関を受診し、精査を行うように勧める。 

③胸部エックス線撮影 

１）肺がん診断に適格な胸部エックス線撮影、すなわち、放射線科医、呼吸器内科医、呼吸

器外科医のいずれかによる胸部エックス線の画質の評価と、それに基づく指導を行う。 

  ２）撮影機器の種類（直接・間接・デジタル方式）、フィルムサイズ、モニタ読影の有無を明

らかにし、日本肺癌学会が定める肺がん検診として適切な撮影機器・撮影方法で撮影する。

またデジタル撮影の場合、日本肺癌学会が定める画像処理法を用いること。 

  ３）胸部エックス線検査に係る必要な機器及び設備を整備するとともに、機器の日常点検等

の管理体制を整備する。 

  ４）集団検診を実施する検診機関は、１日あたりの実施可能人数を明らかにする。※ 

   ※個別検診及び集団検診において病院や診療所が会場に指定されている場合は不要 

  ５）事前に胸部エックス線写真撮影を行う診療放射線技師に対して指示をする責任医師、及

び緊急時や必要時に対応する医師などを明示した計画書を作成し、市に提出する。 

  ６）緊急時や必要時に医師に連絡ができる体制を整備する。 

  ７）胸部エックス線写真撮影時や緊急時のマニュアルを整備する。 

  ８）検診に従事する診療放射線技師が必要な教育・研修を受ける機会を確保する。 

④胸部エックス線読影 

１）読影は二重読影を行い、下記の要件※を満たす医師が読影に従事する。 

※読影医の要件 

・第一読影医：検診機関などで開催される「肺がん検診に関する症例検討会や読影講 



習会」に年１回以上参加している 

・第二読影医：下記のア）、イ）のいずれかを満たすこと 

ア）３年間以上の肺がん検診読影経験があり、かつ検診機関などで開催される「肺 

がん検診に関する症例検討会や読影講習会」に年１回以上参加している 

イ）５年間以上の呼吸器内科医、呼吸器外科医、放射線科医のいずれかとしての経験があ

り、かつ検診機関などで開催される「肺がん検診に関する症例検討会や読影講習会注

３」に年１回以上参加している 

２）２名の読影医のうちどちらかが「要比較読影」としたもの※は、過去に撮影した胸部エ 

ックス線写真と比較読影する。 

※二重読影の結果、「肺がん検診の手引き」（日本肺癌学会肺がん検診委員会編）の「肺 

がん検診における胸部Ｘ線検査の判定基準と指導区分」の「ｄ」「ｅ」に該当するもの 

３）比較読影の方法は、「読影委員会等を設置して読影する（あるいは読影委員会等に委託 

する）」、「二重読影を行った医師がそれぞれ読影する」、「二重読影を行った医師のうち 

指導的立場の医師が読影する」のいずれかにより行う。 

４）読影結果の判定は「肺がん検診の手引き」（日本肺癌学会肺がん検診委員会編）の「肺 

がん検診における胸部Ｘ線検査の判定基準と指導区分」によって行う。 

※地域保健・健康増進事業報告の要精検者はＥ判定のみである。 

５）シャウカステン・読影用モニタなどの機器に関しては、日本肺癌学会が定めた基準等に 

従う。 

⑤喀痰細胞診 

１）細胞診の業務を委託する場合は、その委託機関（施設名）を明らかにする。 

２）採取した喀痰は、２枚以上のスライドに塗沫し、湿固定の上、パパニコロウ染色を 

行う。 

３）固定標本の顕微鏡検査は、公益社団法人日本臨床細胞学会の認定を受けた細胞診専 

門医と細胞検査士が連携して行う。 

４）同一検体から作成された２枚以上のスライドは、２名以上の技師によりスクリーニ 

ングする。 

５）がん発見例は、過去の細胞所見の見直しを行う※。 

※がん発見例については必ず見直すこと。またがん発見例が無い場合でも、少なくとも見直

す体制を有すること。 

⑥記録・標本の保存 

  ・標本、胸部エックス線画像、問診記録、検診結果は少なくとも５年間は保存する。 

⑦受診者への説明 

下記の７項目を記載した資料を、受診者全員に個別に配布する。資料は基本的に受診時に 

配布する。 

１）要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要があること（喀痰細胞診で要 

精密検査となった場合は、喀痰細胞診の再検は不適切であること）を明確に説明する。 

２）精密検査の方法について説明する（精密検査はＣＴ検査や気管支鏡検査により行うこと、 

及びこれらの検査の概要など）。 

３）精密検査結果は、市へ報告すること、また他の医療機関に精密検査を依頼した場合は、 



検診機関がその結果を共有することを説明する。 

※精密検査結果は、個人の同意がなくても、市や検診機関に対して提供できる（個人情報保

護法の例外事項として認められている）。 

４）検診の有効性（胸部エックス線検査及び喫煙者への喀痰細胞診による肺がん検診は、死 

亡率減少効果があること）に加えて、がん検診で必ずがんを見つけられるわけではないこと

（偽陰性）、がんがなくてもがん検診の結果が「陽性」となる場合もあること（偽陽性）な

ど、がん検診の欠点について説明する。 

５）検診受診の継続（毎年）が重要であること、また、症状がある場合は医療機関の受診が 

重要であることを説明する。 

６）肺がんがわが国のがん死亡の上位に位置することを説明する。 

７）禁煙及び防煙指導等、肺がんに関する正しい知識の啓発普及を行う。 

 

４．システムとしての精度管理 

  ①受診者への結果の通知・説明、またはそのための市への結果報告は、遅くとも検診受診後 

４週間以内に行う。 

  ②精密検査方法及び、精密検査（治療）結果※（診断、治療方法、手術所見、病理組織検 

査結果など）について、市区町村や医師会から求められた項目の積極的な把握に努める。 

  ※精密検査（治療）結果は地域保健・健康増進事業報告に必要な情報を指す。 

  ③検診に従事する医師の胸部画像読影力向上のために「肺がん検診に関する症例検討会や 

読影講習会」を年１回以上開催する。もしくは、他施設や都道府県単位、あるいは日本肺癌

学会等が主催する胸部画像の読影に関するセミナー・講習会を年１回以上受講させる。 

 ④内部精度管理として、検診実施体制や検診結果の把握・集計・分析のための委員会（自 

施設以外の専門家※を交えた会）を年に１回以上開催する。もしくは、市区町村や医師会等 

が設置した同様の委員会に年に１回以上参加する。 

※当該検診機関に雇用されていないがん検診の専門家や肺がん診療の専門家など 

 

５．事業評価に関する検討 

①チェックリストやプロセス指標に基づく検討を実施する。 

②がん検診の結果及びそれに関わる情報※について、市や医師会等から求められた項目を全 

て報告する。 

※「がん検診の結果及びそれに関わる情報」とは地域保健・健康増進事業報告に必要な情 

報を指す。 

 

 



大腸がん検診特記仕様書 

 

１．件 名  

大腸がん検診 

 

２．対象者  

名張市に住民登録のある４０歳以上の市民（昭和６１年３月３１日までに生まれた者） 

※下記に該当する者及び大腸疾患で受療中の者、入院中の者は除く。 

 

３．検査の精度管理 

①検診項目 

 問診及び免疫便潜血検査 

②問診 

「肺がん検診問診票」を用いて、現在の症状、既往歴、家族歴、過去の検診の受診状況等を

聴取すること。 

 ③検査キットの配布 

１）事前に受注者から市に大腸がん検査容器を送付する。 

２）大腸がん検診の採便容器は、２日分のものとし、採便方法についての説明書・検体提出 

用の袋等を添付すること。 

④免疫便潜血検査 

 １）検査は、免疫便潜血検査２日法を行う。 

  ２）便潜血検査キットのキット名、測定方法（用手法もしくは自動分析装置法）、カットオフ

値（定性法の場合は検出感度）を明らかにする。 

   ３）大腸がん検診マニュアル（２０２１年度改訂版、日本消化器がん検診学会刊行）に記載

された方法に準拠して行う※。 

※測定原理により様々な検査キットがあり、判定は機械による自動判定の他に目視判定が

ある。検査キットの使用期限を守ると共に、日々、機器及び測定系の精度管理に努めなけ

ればならない。 

４）検体回収後原則として２４時間以内に測定する。（検査提出数が想定以上に多かった場合 

を除く） 

 

⑤検体の取り扱い 

   １）採便方法についてチラシやリーフレット（採便キットの説明書など）を用いて受診者に

説明する。 

２）採便後即日(２日目)回収を原則としているか（離島や遠隔地は例外とする）。 

３）採便後は検体を冷蔵庫あるいは冷所に保存するよう受診者に指導する。 

４）受診者から検体を回収してから自施設で検査を行うまでの間あるいは検査施設へ引き渡

すまでの間、冷蔵保存する。 

５）検査施設では検体を受領後冷蔵保存する。 

⑥記録の保存 



  検診結果は少なくとも５年間保存すること。 

⑦受診者への説明 

発注者が作成する下記の６項目を記載した資料を、受診者全員（大腸がんでは申込者全員）

に個別に配布すること。資料は基本的に受診時（大腸がん検診では検査キットの配布時）に

配布する※。 

※ 検診機関が資料を作成し、配布している場合：市は資料内容をあらかじめ確認し、全項目

が記載されていれば配布を省いてもよい。 

 １）便潜血検査陽性で要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要性がある

こと（便潜血検査の再検は不適切であること）を明確に説明する。 

   ２）精密検査の方法について説明する（検査の概要や、精密検査の第一選択は全大腸内視

鏡検査であること、また全大腸内視鏡検査が困難な場合はＳ状結腸内視鏡検査と注腸エ

ックス線検査の併用となること）。 

３）精密検査結果は市へ報告すること、また他の医療機関に精密検査を依頼した場合は、

検診機関がその結果を共有することを説明する※。 

    ※精密検査結果は、個人の同意がなくても、市や検診機関に対して提供できる（個人情

報保護法の例外事項として認められている）。 

   ４）検診の有効性（便潜血検査による大腸がん検診には死亡率減少効果があること）に加

えて、がん検診で必ずがんを見つけられるわけでないこと（偽陰性）、がんでなくてもが

ん検診の結果が「陽性」となる場合もあること（偽陽性）など、がん検診の欠点につい

て説明する。 

   ５）検診受診の継続（毎年）が重要であること、また、症状がある場合は医療機関の受診

が重要であることを説明する。 

   ６）大腸がんがわが国のがん死亡の上位に位置することを説明する。 

 

４．システムとしての精度管理及び事業評価に関する検討 

① 受診者への結果の通知・説明、またはそのための市への結果報告は、検体回収後２週間以

内に行う。 

 ②精密検査方法及び、精密検査（治療）結果※（内視鏡診断や生検結果、内視鏡治療または外

科手術所見と病理組織検査結果など）について、市や医師会から求められた項目の積極的な

把握に努める。 

※ 精密検査（治療）結果は地域保健・健康増進事業報告に必要な情報を指す。 

③チェックリストやプロセス指標などに基づく検討を実施する。 

④がん検診の結果及びそれに関わる情報※について、市や医師会等から求められた項目を全て

報告しているか。もしくは全て報告する。 

※「がん検診の結果及びそれに関わる情報」とは、地域保健・健康増進事業報告に必要な

情報を指す。 

 

 

 



乳がん検診特記仕様書 

 

１．件名 乳がん検診業務 

２．対象者  

乳房エックス線検査 名張市に住民登録のある４０歳以上の市民（昭和６１年３月３１

日までに生まれた者） 

※上記対象者のうち、乳腺疾患で受療中の者、入院中の者は除く。 

 

３．検査の精度管理 

①検診項目 

問診及び乳房エックス線検査（マンモグラフィ）とする。なお、視診及び触診は推奨

しないが、仮に実施する場合は、乳房エックス線検査と併せて実施すること。 

②問診 

問診は、「乳がん検診問診票」を用いて、現在の症状、月経及び妊娠等に関する事項、 

既往歴、家族歴、過去の検診の受診状況等を聴取する。 

③乳房エックス線撮影（撮影機器、撮影技師） 

  １）乳房エックス線装置の種類を明らかにし、日本医学放射線学会の定める乳がん検

診に用いるエックス線装置の仕様基準を満たす。 

 ２）両側乳房について内外斜位方向撮影を行う。また４０歳以上５０歳未満の受診者

に対しては、内外斜位方向・頭尾方向の２方向を撮影する。 

  ３）乳房エックス線撮影における線量および写真の画質について、日本乳がん検診精

度管理中央機構（旧マンモグラフィ検診精度管理中央委員会）の行う施設画像評価

を受け、ＡまたはＢの評価を受ける。 

  ４）撮影を行う撮影技師、医師は、乳房エックス線撮影、読影及び精度管理に関する

基本講習プログラムに準じた講習会を修了し、その評価試験でＡまたはＢの評価を

受ける。 

④乳房エックス線読影 

  １）読影は二重読影を行い、読影に従事する医師のうち少なくとも一人は乳房エック

ス線写真読影に関する適切な講習会を修了し、その評価試験でＡまたはＢの評価を

受ける。 

  ２）二重読影の所見に応じて、過去に撮影した乳房エックス線写真と比較読影する。 

⑤記録の保存 

  １）乳房エックス線画像は少なくとも５年間は保存する。 

  ２）問診記録・検診結果は少なくとも５年間は保存する。 

⑥受診者への説明 

発注者が用意する下記の６項目を記載した資料を、受診者全員に個別に配布すること。 

１）要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要があることを明確に説

明する。 

２）精密検査の方法について説明する（精密検査はマンモグラフィの追加撮影や超音

波検査、穿刺吸引細胞診や針生検等により行うこと。及びこれらの検査の概要など）。 

３）精密検査結果は市区町村等へ報告すること、また他の医療機関に精密検査を依頼

した場合は、検診機関がその結果を共有することを説明する※。 

※ 精密検査結果は、個人の同意がなくても、自治体や検診機関に対して提供できる

（個人情報保護法の例外事項として認められている）。 



４）検診の有効性（マンモグラフィ検診には死亡率減少効果があること）に加えて、

がん検診で必ずがんを見つけられるわけではないこと（偽陰性）、がんがなくても

がん検診の結果が「陽性」となる場合もあること（偽陽性）など、がん検診の欠点

について説明する。 

５）検診受診の継続（隔年）が重要であること、また、症状がある場合は医療機関の

受診が重要であることを説明する。 

６）乳がんがわが国の女性におけるがん死亡の上位に位置することを説明する。 

名張市が用意する受診者への説明資料を受診時に受診者全員に配布して説明する。 

 

４．システムとしての精度管理及び事業評価に関する検討 

 ①受診結果の通知及び説明 

受注者は、発注者へ検診実施後遅くとも４週間以内に結果報告を納品すること。 

受診者への結果の通知・説明は、問診を参考として、視診、細胞診の結果より判断し、

発注者より受信者へ通知するものとする。 

 

 ②地域保健・健康増進事業報告に必要な情報の報告 

  １）がん検診の結果及びそれに関わる情報 

受注者は、発注者から求められた項目をすべて報告すること。 

２）精密検査方法及び、精密検査（治療）結果及び最終病理結果・病期について、受注

者は、発注者から求められた項目の積極的な把握に努めること。 

精密検査（治療）結果は地域保健・健康増進事業報告に必要な情報を指す。 

 

③ 撮影や読影向上のための検討会や委員会の設置 

受注者は、撮影や読影向上のための検討会や委員会（第三者の乳がん専門家を交えた

会）を設置する。 

 

④事業評価 

受注者は、検診結果について要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度等

のプロセス指標値を把握し、プロセス指標値やチェックリストの遵守状況に基づいて

精度管理状況を評価し、改善に向けた検討に努めること。 

 

 



子宮頸がん検診特記仕様書 

 

１．件 名  

子宮頚がん検診 

 

２．対象者  

名張市に住民登録のある２０歳以上の市民（平成１８年３月３１日までに生まれた者） 

※上記対象者のうち、子宮疾患で受療中の者、入院中の者は除く。 

 

３．検査の精度管理 

①検診項目 

医師による子宮頸部の検体採取による細胞診（液状化検体細胞診）のほか、問診、視

診とする。 

②問診 

１）問診は、妊娠及び分娩歴、月経の状況、不正性器出血等の症状の有無、過去の検         

診状況等を聴取する。 

２）問診の上、症状（体がんの症状を含む）のある者には、適切な医療機関への受診

勧奨を行う。 

③視診 

１）視診は腟鏡を挿入し、子宮頸部の状況を観察する。  

④検診方法 

１）子宮頚部細胞診検体採取 

ア：細胞診の方法（従来法/液状検体法、採取器具）を明らかにする。 

イ：細胞診は、直視下に子宮頸部及び腟部表面の全面擦過により細胞を採取し、

迅速に処理する。 

※ 採取した細胞は直ちにスライドグラスに塗抹して速やかに固定すること。ま

たは、直ちに液状化検体細胞診用の保存液ボトル内に撹拌懸濁し固定すること。 

ウ：細胞診の検査（細胞診の判定も含む）は検診実施機関が検査実施業者に委託

することができる。外部に委託する場合は、その委託機関（施設名）を明ら

かにする。 

エ：検体が不適正との判定を受けた場合は、当該検診機関で再度検体採取を行う。 

※ 不適正例があった場合は必ず再度検体採取を行うこと。また不適正例が無い

場合でも、再度検体採取を行う体制を有すること。 

オ： 検体が不適正との判定を受けた場合は、当該検診機関でその原因等を検討し、

対策を講じる。 

カ：不適正例があった場合は必ず原因を検討し対策を講じること。また不適正例

が無い場合でも、対策を講じる体制を有すること。 

２）子宮頚部細胞診判定 

ア：細胞診判定施設は、公益社団法人日本臨床細胞学会の施設認定を受ける。も

しくは、日本臨床細胞学会の認定を受けた細胞診専門医と細胞検査士が連携

して行う。 

イ：細胞診陰性と判断された検体は、その１０％以上について再スクリーニング



を行い、再スクリーニング施行率を報告する※。 

※ 自治体、医師会等から再スクリーニング施行率の報告を求められた場合に報

告できればよい。また公益社団法人日本臨床細胞診学会の認定施設においては、

再スクリーニング施行率を学会に報告すること。 

ウ：細胞診結果の報告には、ベセスダシステムを用いる。 

エ：全ての子宮頸がん検診標本の状態について、ベセスダシステムの基準に基づ

いて適正・不適正のいずれかに分類し、細胞診結果に明記する。 

※ 必ず全ての標本について実施すること。一部でも実施しない場合は不適切で 

ある。 

オ：がん発見例は、過去の細胞所見の見直しを行う。 

※ がん発見例については必ず見直すこと。またがん発見例が無い場合でも、少

なくとも見直す体制を有すること。 

⑤記録の保存 

１）問診記録、検診結果、標本は５年間は保存する。 

 

⑥受診者への説明 

発注者が用意する下記の６項目を記載した資料を、受診者全員に個別に配布するこ

と。 

１）検査結果は「精密検査不要」「要精密検査」のいずれかの区分で報告されるこ

とを説明し、要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要があるこ

とを明確に説明する。 

２）精密検査の方法について説明する（精密検査としては、検診結果に基づいてコ

ルポスコープ下の組織診や細胞診、HPV 検査などを組み合わせたものを実施する

こと、及びこれらの検査の概要など）。 

３）精密検査結果は市区町村等へ報告すること、また他の医療機関に精密検査を依

頼した場合は、検診機関がその結果を共有することを説明する。 

※ 精密検査結果は、個人の同意がなくても、市区町村や検診機関に対して提供で

きる（個人情報保護法の例外事項として認められている）。 

４）検診の有効性（細胞診による子宮頸がん検診は、子宮頸がんの死亡率・罹患率

を減少させること）に加えて、がん検診で必ずがんを見つけられるわけではない

こと（偽陰性）、がんがなくてもがん検診の結果が「陽性」となる場合もあるこ

と（偽陽性）など、がん検診の欠点について説明する。 

５）検診受診の継続（隔年）が重要であること、また、症状がある場合は医療機関

の受診が重要であることを説明する。 

６）子宮頸がんの罹患は、わが国の女性のがんの中で比較的多く、また近年増加傾

向に あることなどを説明する。 

 

４．システムとしての精度管理及び事業評価に関する検討 

 ①受診結果の通知及び説明 

受注者は、発注者へ検診実施後遅くとも４週間以内に結果報告を納品すること。 

受診者への結果の通知・説明は、問診を参考として、視診、細胞診の結果より判断し、

発注者より受信者へ通知するものとする。 



 ②地域保健・健康増進事業報告に必要な情報の報告 

  １）がん検診の結果及びそれに関わる情報 

受注者は、発注者から求められた項目をすべて報告すること。 

 

  ２）精密検査方法及び、精密検査（治療）結果（精密検査の際に行った組織診やコル 

ポ診、細胞診、HPV 検査の結果などや、手術によって判明した組織診断や臨床進行期

のなど）受注者は、発注者から求められた項目の積極的な把握に努めること。 

精密検査（治療）結果は地域保健・健康増進事業報告に必要な情報を指す。 

 

③診断・判定の精度向上のための検討会や委員会の設置 

受注者は、診断・判定の精度向上のための検討会や委員会 

（第三者の子宮頸がん専門家あるいは細胞診専門医を交えた会）を設置すること。 

※ 当該検診機関に雇用されていない子宮頸がん検診専門家あるいは細胞診専門医  

 

④事業評価 

受注者は、検診結果について要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度等

のプロセス指標値を把握し、プロセス指標値やチェックリストの遵守状況に基づいて

精度管理状況を評価し、改善に向けた検討に努めること。 

 

 



個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

（趣旨） 

第１条 この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）は、契約約款の特記事項

として、本市の個人情報を取り扱う業務（以下「個人情報取扱業務」という。）の契約に関する個人情

報の取扱いについて、必要な事項を定めるものである。 

（定義） 

第２条 この特記事項における用語の意義は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。

以下「法」という。）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25年法律第 27号。以下「番号法」という。）及び名張市情報セキュリティに関する規程（令和 4年

名張市規程第 4号）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

（１）委託業務 この契約による業務をいう。 

（２）個人情報保護責任者 委託業務による個人情報の取扱いの責任者をいう。 

（３）作業従事者 委託業務に従事する者をいう。 

（基本的事項） 

第３条 この契約により発注者から業務を受託し、個人情報を取り扱う者（以下「受注者」という。）は、

法、番号法、名張市個人情報保護法施行条例（令和 4年条例第 16号。以下「条例」という。）、その他

関係法令及び名張市セキュリティポリシーを遵守し、委託業務を通じて知り得た個人情報の保護の重

要性を認識し、発注者の業務に支障が生じることがないよう、委託業務を履行するために必要な個人

情報を適切に取り扱わなければならない。 

２ 受注者は、委託業務に関して知り得た個人情報を発注者の承諾なしに他人に知らせ、又は不当な目

的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 受注者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損、紛失、改ざん又は盗難の防止その他の個人情報の安全

管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（個人情報の適正処理等） 

第４条 受注者は、委託業務を履行するために利用する個人情報について、次の各号の定めるところに

より、適正に処理及び管理を行わなければならない。 

（１）個人情報の受渡しは、発注者が指定した手段、日時及び場所で行うものとし、受注者が個人情報

の引渡しを受けた場合は、発注者に受領書を提出すること。 

（２）個人情報の保管場所には、安全かつ厳重に格納できるよう必要な措置を講ずること。 

（３）委託業務の処理に関連する施設については、入退室管理の措置を講ずるとともに、個人情報の管

理に関し安全を確保するための措置を講ずること。 

（４）個人情報を管理するための台帳を整備し、責任者、保管場所その他の個人情報の取扱いの状況を

当該台帳に記録すること。 

（責任体制の整備等） 

第５条 受注者は、この契約による個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、そ



の体制を維持しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者を定め、書面により契約から７日以内に発注者に報

告しなければならない。 

３ 受注者は、前項の個人情報保護責任者及び作業従事者を変更する場合は、あらかじめ発注者に報告

しなければならない。 

（監督及び教育の実施） 

第６条 受注者は、委託業務の適切な履行について、個人情報保護責任者及び作業従事者を管理・監督

しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対して、在職中及び退職後において、委託業務に

関して知ることができた個人情報を他に漏らしてはならないこと、契約の目的以外の目的に使用して

はならないこと、法及び番号法に定める罰則規定並びに本特記事項において従事者が遵守すべき事項、

その他委託業務の適切な履行に必要な事項について、研修等の教育を実施しなければならない。 

（作業場所等の特定） 

第７条 受注者は、この契約による個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）とその移送方

法を定め、書面により発注者に報告しなければならない。作業場所及び移送方法を変更するときも同

様とする。 

２ 受注者は、発注者の業務所内に作業場所を設置する場合は、個人情報保護責任者及び作業従事者に

対して、身分証明書を常時携帯させ、名札等を着用させて業務に従事させなければならない。 

３ 受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対し、作業場所に私物を持ち込み、個人情報を扱

う作業を行わせてはならない。 

（収集の制限） 

第８条 受注者は、委託業務を履行するに当たって個人情報を収集するときは、その目的を明確にする

とともに、委託業務を履行するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければな

らない。 

２ 受注者は、委託業務を履行するために個人情報を収集するときは、発注者が指示した場合を除き、

本人から収集しなければならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第９条 受注者は、委託業務に関して知り得た個人情報を、発注者の書面による事前の承諾を得ること

なく、委託業務を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写及び複製の禁止） 

第１０条 受注者は、委託業務に関する一切の個人情報を、発注者の指示又は承諾を得ることなく複写

し、又は複製してはならない。 

（持出しの禁止等） 

第１１条 受注者は、発注者が指示した場合を除き、個人情報を所定の作業場所以外に持ち出してはな

らない。 

（再委託の禁止） 

第１２条 受注者は、委託業務に関して個人情報を自ら取り扱うものとし、発注者が承諾した場合を除



き、第三者に取り扱わせてはならない。また、発注者の承諾を得て、受注者が個人情報を取り扱う業

務を再委託する場合には、再委託の受注者は、本特記事項に基づき必要な措置を講ずるものとし、再々

委託を行う場合以降も同様とする。 

２ 受注者は、個人情報を取り扱う業務を再委託する場合又は再委託の内容を変更する場合は、あらか

じめ次の各号に規定する項目を記載した書面を発注者に提出して前項の承諾を得なければならない。 

（１）再委託する業務の内容 

（２）再委託先 

（３）再委託の期間 

（４）再委託が必要な理由 

（５）再委託先に求める個人情報保護措置の内容 

（６）前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再委託先の誓約 

（７）再委託先の監督方法 

（８）その他発注者が必要と認める事項 

３ 受注者は、個人情報を取り扱う業務の再委託を行ったときは遅滞なく再委託先における次の事項を

記載した書面を発注者に提出しなければならない。 

（１）再委託する業務の内容 

（２）再委託先 

（３）再委託の期間 

（４）再委託先の責任体制等 

（５）再委託先の個人情報の保護に関する事項の内容及び監督方法 

（６）その他発注者が必要と認める事項 

４ 受注者は、前項の内容を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならない。 

５ 受注者は、個人情報を取り扱う業務の再委託を行った場合、再委託先にこの契約に基づく一切の義

務を遵守させるとともに、受注者と再委託先との契約内容にかかわらず、発注者に対して、再委託先

による個人情報の処理及びその結果について責任を負うものとする。 

６ 受注者は、再委託を行った場合、その履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、

管理・監督の状況を発注者に適宜報告しなければならない。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第１３条 受注者は、委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、

正社員以外の労働者に本特記事項に定める一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者による個人情報の処理に関する結果について責任

を負うものとする。 

（個人情報の返還、廃棄又は消去） 

第１４条 受注者は、委託業務を履行するために発注者から引き渡され、又は自らが収集し、若しくは

作成した個人情報について、業務完了後、発注者の指示に基づいて個人情報を返還、廃棄又は消去し

なければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報を廃棄する場合、その記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報が判



読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

３ 受注者は、個人情報を廃棄又は消去したときは、廃棄又は消去を行った日、個人情報保護責任者名

及び廃棄又は消去の内容を記録し、書面により発注者に報告しなければならない。 

４ 受注者は、廃棄又は消去に際し、発注者から立会いを求められた場合は、これに応じなければなら

ない。 

（点検の実施） 

第１５条 受注者は、発注者から委託業務に関する個人情報の取扱いの状況について報告を求められた

場合は、個人情報の取扱いに関する点検を実施し、直ちに発注者に報告しなければならない。 

（検査及び立入調査） 

第１６条 発注者は、委託業務に関する個人情報の取扱いについて、本特記事項に基づき必要な措置が

講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先等に対して検査を行うことがで

きる。 

２ 発注者は、前項の目的を達するため、作業場所を立入調査することができるものとし、受注者に対

して必要な情報を求め、又は委託業務の執行に関して必要な指示をすることができる。 

３ 受注者は、発注者から前２項の指示があったときは、速やかに、これに従わなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１７条 受注者は、委託業務に関する個人情報について、火災その他の災害、漏えい、滅失、毀損、

紛失、改ざん、盗難、破壊、不正な利用その他の事故が発生したとき、又は発生するおそれがあるこ

とを知ったときは、速やかに、発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。 

２ 受注者は、前項の場合において、次の各号に定める事項を行わなければならない。 

(１) 直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じること。 

(２) 発注者の求めに応じて、当該事故の原因を分析すること。 

(３) 発注者の求めに応じて、当該事故の再発防止策を策定し、実施すること。 

(４) 発注者の求めに応じて、当該事故の経緯等の記録を書面で提出すること。 

３ 受注者は、第１項の場合に備え、同項及び前項に定める報告等必要な事項を速やかに行うことがで

きるよう、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 

４ 受注者は、発注者と協議のうえ、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り

当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第１８条 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に対してこの契約の解除及び損害

賠償の請求をすることができる。 

(１) 委託業務を履行するために受注者、再委託先又は再々委託先が取り扱う重要情報について、受注

者、再委託先又は再々委託先の責に帰すべき理由による漏えい、滅失、毀損、紛失又は改ざんがあっ

たとき。 

(２) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、委託業務の目的を達成することができないと認め

られるとき。 



- 1 - 
 

情報セキュリティ遵守特記事項 

 

（趣旨） 

第１条 この情報セキュリティ遵守特記事項（以下「特記事項」という。）は、契約約

款の特記条項として、本市の情報資産を取り扱う業務、情報通信ネットワーク若しく

は情報システムの開発若しくは保守又は電子計算機処理その他情報処理に係る業務

（以下「情報処理業務」という。）の契約に関する情報の取扱いについて、必要な事

項を定めるものである。 

（定義） 

第２条 この特記事項における用語の意義は、個人情報の保護に関する法律（平成15年

法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」とい

う。）及び名張市情報セキュリティに関する規程（令和4年名張市規程第4号）におい

て使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(１) 重要情報 次に掲げる情報をいう。 

ア 個人情報 

イ 特定個人情報 

ウ 個人情報保護法第７８条第１項に規定する不開示情報若しくは名張市個人情報 

保護法施行条例（令和4年名張市条例第16号）第３条又は名張市議会の個人情報

の保護に関する条例（令和4年名張市条例第23号）第20条に規定する不開示情報 

エ 法令（名張市行政手続条例（平成13年名張市条例第26号）第２条第２号に規定

する法令又は同条第１号に規定する条例等をいう。以下同じ。）の規定により

守秘義務を課せられている情報 

オ アからエまでに掲げるもののほか、本市（以下「発注者」という。）が指定す 

る情報 

(２) 委託業務 この契約による業務をいう。 

（基本的事項） 

第３条 この契約により発注者から業務を受託し、情報（重要情報及び重要情報以外の

情報をいう。以下同じ。）を取り扱う者（以下「受注者」という。）は、個人情報保

護法、番号法、名張市個人情報保護法施行条例、名張市議会の個人情報の保護に関す

る条例、名張市電子計算機処理に係るデータ保護管理規程（令和4年名張市規程第5

号）その他関係法令及び名張市情報セキュリティポリシーを遵守し、委託業務を通じ

て知り得た情報の保護の重要性を認識し、発注者の業務に支障が生じることがないよ

う、委託業務を履行するために必要な情報を適正に取り扱わなければならない。 

２ 受注者は、委託業務に関して知り得た情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に利用してはならない。 

３ 受注者は、委託業務を履行するに当たって、情報の漏えい、滅失、毀損、紛失、改

ざん又は盗難の防止その他情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければなら

ない。 

（管理体制の整備等） 

第４条 受注者は、情報の適正な管理を実施する者として総括責任者を選定して、情報

の管理体制を整備するとともに、前条第３項の措置の実施及び情報の具体的な取扱い

の内容に関する規程を策定しなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により管理体制を整備したときは、その内容を書面により、

速やかに、発注者に報告しなければならない。管理体制を変更するときも同様とす

る。 
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３ 受注者は、情報処理業務を行う場所、情報を保管する施設その他情報を取り扱う場

所において、入退室の規制、防災及び防犯のための対策その他必要な情報セキュリテ

ィ対策を講じなければならない。 

（従事者の監督） 

第５条 受注者は、受注者の総括責任者に、受注者の従業員その他委託業務に従事する

者（以下これらを「従事者」という。）が委託業務に関して知り得た情報の内容をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用しないよう、及び委託業務に関する重要

情報を安全に管理するよう、必要かつ適切な監督を行わせなければならない。この契

約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（教育の実施） 

第６条 受注者は、受注者の総括責任者及び従事者に対し、委託業務に関する情報を取

り扱う場合に遵守すべき事項、関係法令に基づく罰則の内容及び民事上の責任その他

委託業務の適切な履行のために必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければな

らない。 

（作業場所及び従事者の届出） 

第７条 受注者は、委託業務に関する仕様書において委託業務の履行に係る作業場所が

定められていない場合において、当該作業場所を定めたときは、その旨を書面によ

り、速やかに、発注者に届け出なければならない。作業場所を変更するときも同様と

する。 

２ 受注者は、委託業務を履行するに当たって、作業場所ごとに従事者が所属する部署

名（特定個人情報を取り扱う場合にあっては、従事者が所属する部署名並びに従事者

の氏名及び役職）その他必要な事項を書面により、速やかに、発注者に届け出なけれ

ばならない。従事者を変更するときも同様とする。 

（収集の制限) 

第８条 受注者は、委託業務を履行するに当たって情報を収集するときは、委託業務を

履行するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならな

い。 

（目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第９条 受注者は、委託業務に関して知り得た情報を、発注者の書面による事前の承諾

を得ることなく、委託業務を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供し

てはならない。 

（複写及び複製の禁止） 

第１０条 受注者は、委託業務に関する重要情報が記載され、又は記録された文書（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。以下同じ。）により作成されたものを含む。以下「重要情報記載文書」とい

う。）を、発注者の指示又は承諾を得ることなく複写し、又は複製してはならない。 

（重要情報の管理） 

第１１条 受注者は、委託業務に関する重要情報を安全に管理するため、次に掲げる事

項を遵守しなければならない。 

(１) 重要情報記載文書を所定の作業場所以外に持ち出さないこと。やむを得ず持ち出

さなければならないときは、発注者の承諾を得た上で行い、持出しの状況に関する記

録を作成し、確実に重要情報記載文書を保管すること。 

(２) 重要情報記載文書が第三者の利用に供されることのないよう、施錠できる場所で

管理すること。 

(３) 重要情報が格納された電子計算機又は電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒

体をいう。以下同じ。）が第三者の利用に供されることのないよう、記憶領域の暗号

化又はファイルへのパスワード設定を施した上で、施錠できる場所で管理すること。 
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(４) 重要情報の格納又は処理を行うに当たって、個人のパーソナルコンピュータ等の

電子計算機又は電磁的記録媒体を使用しないこと。 

(５) 重要情報を処理する電子計算機について、ウイルス対策ソフトウェアの導入及び

最新のウイルス定義ファイルへの更新を行うこと。 

（再委託先の監督等） 

第１２条 受注者は、委託業務に関して重要情報を自ら取り扱うものとし、第三者に取

り扱わせてはならない。ただし、発注者の書面による事前の承諾を得た場合は、この

限りでない。 

２ 受注者は、前項ただし書の規定により重要情報を取り扱う業務を第三者に委託（請

負その他これに類する行為を含む。以下「再委託」という。）する場合には、当該再

委託を受ける者（以下「再委託先」という。）に対し、この契約に基づく一切の義務

を遵守させなければならない。 

３ 受注者は、再委託先における前項の業務に関する行為及びその結果について、受注

者と再委託先との契約（以下「再委託契約」という。）の内容にかかわらず、発注者

に対して責任を負うものとする。 

４ 受注者は、第２項の再委託を行う場合には、再委託契約において、再委託先が契約

約款及び特記事項を遵守するために必要な事項その他発注者が指示する事項を規定す

るとともに、再委託先に対する必要かつ適切な監督、重要情報に関する適正な管理及

び情報セキュリティ対策について、具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、第２項の再委託を行った場合には、再委託先による同項の業務の履行を

監督するとともに、発注者の求めに応じて、履行の状況を発注者に対して適宜報告し

なければならない。 

６ 受注者は、再委託先に対し、発注者の書面による事前の承諾なくして、重要情報の

更なる委託（請負その他これに類する行為を含む。以下「再々委託」という。）によ

り第三者（以下「再々委託先」という。）に取り扱わせることを禁止し、その旨を再

委託先と約定しなければならない。 

７ 前各項の規定は、前項の規定による発注者の承諾を得て重要情報を取り扱う業務を

再々委託する場合について準用する。 

（提供文書等の返還及び廃棄等） 

第１３条 受注者は、重要情報記載文書を善良な管理者の注意をもって管理し、この契

約が終了し、又は解除された後、直ちに、発注者に返還し、又は引き渡さなければな

らない。ただし、発注者が別に定める方法を指示したときは、当該方法によるものと

する。 

２ 前項ただし書の場合において、重要情報が記録されたファイル又は当該ファイルが

格納された電磁的記録媒体の廃棄等を発注者が指示したときは、受注者は、当該電磁

的記録媒体から全ての情報を消去し、復元不可能な状態にする措置を講じなければな

らない。また、発注者は、職員による立会い又は証拠書面の提出により当該措置の履

行確認を確実に行わなければならない。 

３ 第１項の場合において、受注者が受注者の電子計算機を使用して重要情報を処理

し、同項ただし書の規定により当該電子計算機に格納された当該重要情報の消去を発

注者が指示したときは、受注者は、当該電子計算機から全ての情報を消去し、復元不

可能な状態にする措置を講じなければならない。また、発注者は、職員による立会い

又は証拠書面の提出により当該措置の履行確認を確実に行わなければならない。 

（報告及び検査） 

第１４条 発注者は、必要があると認めるとき又はこの契約が終了したときは、受注者

に対し、委託業務に関する情報の管理状況及び情報セキュリティ対策の実施状況につ

いて報告を求め、又はその検査をすることができる。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対し、委託業務である情報処理業
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務を行う場所、情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所で検査することができ

る。 

３ 受注者は、発注者から前２項の指示があったときは、速やかに、これに従わなけれ

ばならない。 

（事故発生時等における報告等） 

第１５条 受注者は、発注者の提供した情報並びに受注者、再委託先又は再々委託先が

委託業務の履行のために収集した情報について、火災その他の災害、漏えい、滅失、

毀損、紛失、改ざん、盗難、破壊、コンピュータウイルスによる被害、不正な利用、

不正アクセスその他の情報セキュリティ事故が発生したとき、又は発生するおそれが

あることを知ったときは、速やかに、発注者に報告し、発注者の指示に従わなければ

ならない。 

２ 受注者は、前項の場合において、次の各号に定める事項を行わなければならない。 

(１) 直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じること。 

(２) 発注者の求めに応じて、当該事故の原因を分析すること。 

(３) 発注者の求めに応じて、当該事故の再発防止策を策定し、実施すること。 

(４) 発注者の求めに応じて、当該事故の経緯等の記録を書面で提出すること。 

３ 受注者は、第１項の場合に備え、同項及び前項に定める報告等必要な事項を速やか

に行うことができるよう、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第１６条 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、受注者に対してこの契約

の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

(１) 委託業務を履行するために受注者、再委託先又は再々委託先が取り扱う重要情報

について、受注者、再委託先又は再々委託先の責に帰すべき理由による漏えい、

滅失、毀損、紛失又は改ざんがあったとき。 

(２) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、委託業務の目的を達成することが

できないと認められるとき。 
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業務委託約款 
 

 （総 則） 

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ｡）に基づき、設計図書（添付の図

面、仕様書、説明書及び説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵

守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容とする業務の委託契約をいう。以下同じ｡）を履行

しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の業務を契約書記載の履行期間内に完了し、成果物を発注者に引き渡すも

のとし、発注者は、その契約代金を支払うものとする。 

３ 発注者は、その意図する成果物を完成させるため、業務に関する指示を受注者又は受注者の管理

技術者に対して行うことができる。この場合において、受注者又は受注者の管理技術者は、当該指

示に従い業務を行わなければならない。 

４  受注者は、この契約書若しくは設計図書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは発注者

と受注者との協議がある場合を除き、業務を完了するために必要な一切の手段をその責任において

定めるものとする。 

５ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。  

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがあ

る場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。 

９ この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法

（明治32年法律第48号）の定めるところによるものとする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟の提起又は調停（第50条の規定に基づき、発注者と受注者とが協議の上選任

される調停人が行うものを除く｡）の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による専属

的管轄裁判所とする。  

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除（以

下「指示等」という｡）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、前項に

規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、既に行った

指示等を書面に記載し、７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 発注者及び受注者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容

を書面に記録するものとする。 

（工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後７日以内に設計図書に基づいて工程表を作成し、発注者に提出し

なければならない。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、前項の工程表を受理した日から７日以内に、受注者に対

してその修正を請求することができる。 

３ この契約書の他の条項の規定により履行期間又は設計図書が変更された場合において、発注者は、

必要があると認めるときは、受注者に対して工程表の再提出を請求することができる。 この場合

において、第１項中「この契約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」と読み替えて、前

２項の規定を準用する。 

４ 工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

第４条  〔削除〕 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 
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２ 受注者は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む｡）を第三者に譲渡

し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承

諾を得た場合は、この限りでない。 

（著作権の譲渡等） 

第６条 受注者は、成果物（第37条第１項に規定する指定部分に係る成果物及び同条第２項に規定す

る引渡部分に係る成果物を含む。以下この条において同じ｡）が著作権法（昭和45年法律第48号）第

２条第１項第１号に規定する著作物（以下「著作物」という｡）に該当する場合には、当該著作物に

係る受注者の著作権（著作権法第21条から第28条までに規定する権利をいう｡）を当該著作物の引

渡し時に発注者に無償で譲渡するものとする。 

２ 発注者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を受注者の承

諾なく自由に公表することができ、また、当該成果物が著作物に該当する場合には、受注者が承諾

したときに限り、既に受注者が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

３ 受注者は、成果物が著作物に該当する場合において、発注者が当該著作物の利用目的の実現のた

めにその内容を改変するときは、その改変に同意するものとする。また、発注者は成果物が著作物

に該当しない場合には、当該成果物の内容を受注者の承諾なく自由に改変することができる。 

４ 受注者は、成果物（業務を行う上で得られた記録等を含む｡）が著作物に該当するとしないとにか

かわらず、発注者が承諾した場合には、当該成果物を使用又は複製し、また、第１条第５項の規定

にかかわらず、当該成果物の内容を公表することができる。 

５ 発注者は、受注者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第10条第１項第９号

に規定するプログラムの著作物をいう｡）及びデータベース（著作権法第12条の２に規定するデー

タベースの著作物をいう｡）について、受注者が承諾した場合には、別に定めるところにより、当該

プログラム及びデータベースを利用することができる。 

（一括再委託等の禁止）   

第７条 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が設計図書において指定した主たる部分を第

三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

２ 受注者は、前項の主たる部分のほか、発注者が設計図書において指定した主たる部分を第三者に

委任し、又は請け負わせてはならない。 

３ 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ、発注

者の承諾を得なければならない。ただし、発注者が設計図書において指定した軽微な部分を委任し、

又は請け負わせようとするときは、この限りでない。 

４ 発注者は、受注者に対して、業務の一部を委任し、又は請け負わせた者の商号又は名称その他必

要な事項の通知を請求することができる。 

  （特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第

三者の権利（以下「特許権等」という｡）の対象となっている履行方法を使用するときは、その使用

に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその履行方法を指定した場合にお

いて、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかった

ときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

（意匠の実施の承諾等） 

第８条の２ 受注者は、自ら有する登録意匠（意匠法（昭和34 年法律第125 号）第２条第３項に定め

る登録意匠をいう。）を設計に用いるときは、発注者に対し、成果物によって表現される構造物又

は成果物を利用して完成した構造物（以下「本件構造物等」という。）に係る意匠の実施を無償で

承諾するものとする。 

２ 受注者は、本件構造物等の形状等に係る意匠法第３条に基づく意匠登録を受ける権利を発注者に

無償で譲渡するものとする。 

 （監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督員を

変更したときも同様とする。 
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２ 監督員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限とされる事

項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定めるところにより、次

に掲げる権限を有する。 

 (１) 発注者の意図する成果物を完成させるための受注者又は受注者の管理技術者に対する業務に

関する指示 

 (２) この契約書及び設計図書の記載内容に関する受注者の確認の申出又は質問に対する承諾又は

回答 

(３) この契約の履行に関する受注者又は受注者の管理技術者との協議 

(４) 業務の進捗の確認、設計図書の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状況の調査 

３ 発注者は２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの監督員の

有する権限の内容を、監督員にこの契約書に基づく発注者の権限の一部を委任したときにあっては

当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示、承諾又は回答は、原則として、書面により行わなければな

らない。 

５ 発注者が監督員を置いたときは、この契約書に定める指示等は、設計図書に定めるものを除き、

監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到

達したものとみなす。 

  （管理技術者） 

第10条 受注者は、業務の技術上の管理を行う管理技術者を定め、その氏名その他必要な事項を発注

者に通知しなければならない。管理技術者を変更したときも同様とする。 

２  管理技術者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うほか、契約代金額の変更、履

行期間の変更、契約代金の請求及び受領、第14条第１項の請求の受理、同条第２項の決定及び通知、

同条第３項の請求、同条第４項の通知の受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に

基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

３ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうちこれを管理技術者に委任せず自ら

行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければなら

ない。 

（照査技術者） 

第11条 受注者は、設計図書に定める場合には、成果物の内容の技術上の照査を行う照査技術者を定

め、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。照査技術者を変更したときも

同様とする。 

２ 照査技術者は、前条第１項に規定する管理技術者を兼ねることができない。 

第12条 ［削除］ 

第13条 ［削除］ 

（管理技術者等に関する措置請求） 

第14条 発注者は、管理技術者若しくは照査技術者又は受注者の使用人若しくは第７条第３項の規定

により受注者から業務を委任され、若しくは請け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と

認められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきこと

を請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結

果を請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対してそ

の理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結

果を請求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。 

  （履行報告） 

第15条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報告しなけれ

ばならない。 
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  （貸与品等） 

第16条 発注者が受注者に貸与し、又は支給する機械器具、図面その他業務に必要な物品等（以下｢貸

与品等｣という｡）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定め

るところによる。   

２ 受注者は、貸与品等の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、発注者に受領書又は

借用書を提出しなければならない。 

３ 受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

４ 受注者は、設計図書に定めるところにより、業務の完了、設計図書の変更等によって不用となっ

た貸与品等を発注者に返還しなければならない。 

５ 受注者は、故意又は過失により貸与品等が滅失若しくはき損し、又はその返還が不可能となった

ときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて

損害を賠償しなければならない。 

  （設計図書と業務内容が一致しない場合の修補義務） 

第17条 受注者は、業務の内容が設計図書又は発注者の指示若しくは発注者と受注者との協議の内容

に適合しない場合において、監督員がその修補を請求したときは、当該請求に従わなければならな

い。この場合において、当該不適合が発注者の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由

によるときは、発注者は、必要があると認められるときは、履行期間若しくは契約代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

  （条件変更等） 

第18条 受注者は、業務を行うに当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、そ

の旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。 

  (１) 図面、仕様書、説明書及び説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位が定

められている場合を除く。） 

  (２) 設計図書に誤びゅう又は脱漏があること 

  (３) 設計図書の表示が明確でないこと 

  (４) 履行上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な履行条件と実際の履行条件が相違す

ること 

  (５) 設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じた

こと   

２ 発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したと

きは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じ

ない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があ

るときは、当該指示を含む｡）をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を受注者に通知し

なければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじ

め、受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果により第１項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要があると認め

られるときは、発注者は、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要があると認

められるときは、履行期間若しくは契約代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担しなければならない。 

（設計図書等の変更） 

第19条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書又は業務に

関する指示（以下この条及び第21条において「設計図書等」という｡）の変更内容を受注者に通知し

て、設計図書等を変更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認められる

ときは、履行期間若しくは契約代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を

負担しなければならない。 

（業務の中止） 
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第20条 暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人

為的な事象（以下「天災等」という｡）であって、受注者の責めに帰すことができないものにより、

受注者が業務を履行できないと認められるときは、発注者は、業務の中止内容を直ちに受注者に通

知して、業務の全部又は一部を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受注者に通知

して、業務の全部又は一部を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により業務を一時中止させた場合において、必要があると認めるときは、

履行期間若しくは契約代金額を変更し、又は受注者が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加

費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 （業務に係る受注者の提案） 

第21条 受注者は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他改良事項を発見

し、又は発案したときは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき設計図書等の変更を提案す

ることができる。 

２ 発注者は、前項に規定する受注者の提案を受けた場合において、必要があると認めるときは、設

計図書等の変更を受注者に通知するものとする。 

３ 発注者は、前項の規定により設計図書等が変更された場合において、必要があると認められると

きは、履行期間又は契約代金額を変更しなければならない。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第22条 受注者は受注者の責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了すること

ができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に履行期間の延長変更を請求すること

ができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、履

行期間を延長しなければならない。発注者は、その履行期間の延長が発注者の責めに帰すべき事

由による場合においては、契約代金額について必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害

を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（発注者の請求による履行期間の短縮等）  

第23条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間の短縮変更を

受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認めるときは契約代金額を変更し、又は受注者に

損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（適正な履行期間の設定） 

第23条の２ 発注者は、履行期間の延長又は短縮を行うときは、この業務に従事する者の労働時間そ

の他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により業務の実施が困難であると見

込まれる日数等を考慮しなければならない。 

 （履行期間の変更方法） 

第24条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものと

する。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第22条の場合にあっては、発注者が履行

期間の変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては、受注者が履行期間の変更の請求を受けた日）

から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 

 （契約代金額の変更方法）  

第25条 契約代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日

から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものと

する。ただし、契約代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合に
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は、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が

負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

第26条 ［削除］ 

  （一般的損害） 

第27条 成果物の引渡し前に、成果物に生じた損害その他業務を行うにつき生じた損害（次条第１項

若しくは第２項に規定する損害を除く｡）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その

損害（設計図書に定めるところにより付された保険によりてん補された部分を除く｡）のうち発注

者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第28条 業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠償を行わな

ければならないときは、受注者がその賠償額を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する損害（設計図書に定めるところにより付された保険に

よりてん補された部分を除く｡）のうち、発注者の指示、貸与品等の性状その他発注者の責めに帰す

べき事由により生じたものについては、発注者がその賠償額を負担する。ただし、受注者が、発注

者の指示又は貸与品等が不適当であること等発注者の責めに帰すべき事由があることを知りなが

らこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

３  業務を行うにつき第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者と受注者とが協力してそ

の処理解決に当たるものとする。 

第29条 ［削除］ 

 （契約代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第30条 発注者は、第８条、第17条から第21条まで、第23条、第27条、第33条又は第39条の規定によ

り契約代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、契

約代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合に

おいて、設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から

14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなければ

ならない。ただし、発注者が契約代金額を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日か

ら７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知

することができる。 

 （検査及び引渡し） 

第31条 受注者は、業務を完了したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた者（以下「検査員」という｡）は、前項の規定によ

る通知を受けたときは、通知を受けた日から10日以内に受注者の立会いの上、設計図書に定めると

ころにより、業務の完了を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなけれ

ばならない。 

３ 発注者は、前項の検査によって業務の完了を確認した後、受注者が成果物の引渡しを申し出たと

きは、直ちに当該成果物の引渡しを受けなければならない。 

４ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該成果物の引渡しを契約代金の支払いの完

了と同時に行うことを請求することができる。この場合において、受注者は、当該請求に直ちに応

じなければならない。 

５ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者又は検査員の検査を

受けなければならない。この場合において、修補の完了を業務の完了とみなして前４項の規定を準

用する。 

 （契約代金の支払い） 

第32条 受注者は、前条第２項（前条第５項において読み替えて準用する場合を含む。以下同じ｡）の

検査に合格したときは、契約代金の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から30日以内に契約代金を支
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払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、その期限を

経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項において「約定期間」

という｡）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超

えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

 （引渡し前における成果物の使用） 

第33条 発注者は、第31条第３項若しくは第４項又は第37条第１項若しくは第２項の規定による引渡

し前においても、成果物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければ

ならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により成果物の全部又は一部を使用したことによって受注者に損害を及

ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

第34条 〔削除〕 

第35条 〔削除〕 

第36条 〔削除〕 

 （部分引渡し） 

第37条  成果物について、発注者が設計図書において業務の完了に先だって引渡しを受けるべきこと

を指定した部分（以下「指定部分」という｡）がある場合において、当該指定部分の業務が完了した

ときについては、第31条中「業務」とあるのは「指定部分に係る業務」と､｢成果物｣とあるのは「指

定部分に係る成果物」と、同条４項及び第32条中「契約代金」とあるのは「部分引渡しに係る契約

代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項に規定する場合のほか、成果物の一部が完成し、かつ、可分なものであるときは、 発注者は、

当該部分について、受注者の承諾を得て引渡しを受けることができる。この場合において、第31条

中「業務」とあるのは「引渡部分に係る業務」と､「成果物」とあるのは「引渡部分に係る成果物」

と、「契約代金」とあるのは「部分引渡しに係る契約代金」と読み替えて、これらの規定を準用す

る。 

３ 前２項の規定により準用される第32条第１項の規定により受注者が請求することができる部分

引渡しに係る契約代金の額は、次の各号に掲げる式により算定する。この場合において、第１号中

「指定部分に相応する契約代金額」及び第２号中「引渡部分に相応する契約代金額」は、発注者と

受注者とが協議して定める。ただし、発注者が、前２項の規定により読み替えて準用される第31条

第２項の検査の結果を通知した日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者

に通知する。 

(１)  第１項に規定する部分引渡しに係る契約代金額 

       指定部分に相応する契約代金額 

(２)  第２項に規定する部分引渡しに係る契約代金額 

       引渡部分に相応する契約代金額  

 （第三者による代理受領） 

第38条 受注者は、発注者の承諾を得て契約代金の全部又は一部の受領につき、第三者を代理人とす

ることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提出する支

払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の委任状が添付がなされているときは、当該第三

者に対して第32条（第37条において読み替えて準用する場合を含む｡）の規定に基づく支払いをし

なければならない。 

第39条 〔削除〕 

（契約不適合責任） 

第40条 発注者は、引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下

「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、成果物の修補又は代替物の引渡しによる

履行の追完を請求することができる。 
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２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請

求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行

の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求す

ることができる。 

(１) 履行の追完が不能であるとき。 

(２) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(３) 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時

期を経過したとき。 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける

見込みがないことが明らかであるとき。 

（契約不適合責任期間等） 

第40条の２ 発注者は、引き渡された成果物に関し、第31条第３項又は第４項（第37条においてこれ

らの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」とい

う。）を受けた日から３年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の

請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることがで

きない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠

を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

３ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項におい

て「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合にお

いて、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、

契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

４ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の

消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

５ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せ

ず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

６ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

７ 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわ

らず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはでき

ない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

８ 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、発注者の指示又は貸与品等の性状によ

り生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。

ただし、受注者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを通知し

なかったときは、この限りでない。 

（損害賠償請求等） 

第41条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償

を請求することができる。 

(１) 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

(２) この契約の成果物に契約不適合があるとき。 

(３) 第42条の規定により成果物の引渡し後にこの契約が解除されたとき。 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能で

あるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、契約代金額の10分

の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(１) 第42条の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解除されたとき。 
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(２) 成果物の引渡し前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由

によって受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

(１) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の

規定により選任された破産管財人 

(２) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154

号）の規定により選任された管財人 

(３) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225

号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみな

される場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することがで

きない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、契約代金額から既履行

部分に相応する契約代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関

する法律第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率で計

算した額とする。 

６ 第２項の場合（第42条第７号及び第９号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）にお

いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、

発注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。 

７ 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償を請求

することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発

注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

(１) 第44条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

(２) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であ

るとき。 

８ 第32条第２項（第37条において準用する場合を含む。）の規定による契約代金の支払いが遅れた

場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率で計算

した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（発注者の解除権） 

第42条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。 

(１) 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

(２) 履行期間内に完了しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みがな

いと認められるとき。 

(３) 管理技術者を配置しなかったとき。 

(４) 正当な理由なく、第40条第１項の履行の追完がなされないとき。 

(５) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、催告によらず直ちにこの契約を解除

することができる。 

(１) 第５条第１項の規定に違反して契約代金債権を譲渡したとき。 

(２) この契約の成果物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(３) 受注者がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(４) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する

意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することがで

きないとき。 
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(５) 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期

を経過したとき。 

(６) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても

契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

(７) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認め

られる者に契約代金債権を譲渡したとき。 

(８) 第44条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

(９) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において

同じ。）が次のいずれかに該当すると認められるとき。 

イ 受注者又はその役員等（法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長

及びその他これに類する地位にある者及び経営に実質的に関与している者をいい、法人格を

有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している者をいい、個人にあって

は、その者及びその者の支配人をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団等（名張市

の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成30年名張市告示第62号）（以下「暴排

要綱」という。）第１条に規定する暴力団等をいう。以下同じ。）と認められるとき。 

ロ 受注者又はその役員等が自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害

を与える目的を持って、暴力団等の威力を利用するなどしたと認められるとき。 

ハ 受注者又はその役員等が、暴力団等に対して直接又は間接を問わず資金等を供給し、又は便

宜を供与する等の積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認めら

れるとき。 

ニ 受注者又はその役員等が暴力団等と暴排要綱別表第１に規定する密接な関係を有している

と認められるとき。 

ホ 受注者又はその役員等が暴力団等と暴排要綱別表第１に規定する社会的に非難されるべき

関係を有していると認められるとき。 

へ 受注者又はその役員等が、暴力団等であると知りながら、これを利用するなどしていると認

められるとき。 

ト 受注者又はその役員等が、暴排要綱別表第１に掲げるいずれかに該当する者と知りながら

その者を下請負人又は再受託者としていたとき。 

チ 受注者が、暴排要綱別表第１のいずれかに該当する者と知りながら、暴排要綱第２条第６号

に規定する資材販売業者等から資材等を購入し、又は資材販売業者等の施設若しくは廃棄物

処理業者を使用したとき。 

リ 受注者が、暴排要綱第５条第４項又は第６条第４項の規定による契約の解除の請求に従わ

なかったとき。 

ヌ 受注者又は下請負人等が、暴力団等による不当介入を受けたにも関わらず、警察への通報及

び捜査上必要な協力並びに発注者へ報告する義務を怠り、著しく信頼を損なう行為があると

認められるとき。 

第42条の２ ［削除］ 

第42条の３ 発注者は、受注者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、この契

約を解除することができる。 

 (１) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律

第 54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者であ

る事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注

者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納

付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り
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消された場合を含む。）。 

 (２) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの

命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対して

行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい受注者等に対して行われていな

いときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号におい

て「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為の実行として事業活動があったとされたとき。 

 (３) 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示され

た場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会

が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算

の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われ

たものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

 (４) この契約に関し、受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の

刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６若しくは第 198条又は独占禁止法第 89条第１項若

しくは第 95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

（発注者の任意解除権） 

第43条 発注者は、業務が完了するまでの間は、第42条及び前条の規定によるほか、必要があるとき

は、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第43条の２ 第42条第1項各号又は同条第2項各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によ

るものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の解除権） 

第44条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、

その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した

時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限り

でない。 

２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、催告によらず直ちにこの契約を解除すること

ができる。 

 (１) 第19条の規定により設計図書を変更したため契約代金額が３分の２以上減少したとき。 

  (２) 第20条の規定による業務の中止期間が履行期間の10分の５（履行期間の10分の５が６月を超

えるときは､６月）を超えたとき。ただし、中止が業務の一部のみの場合は、その一部を除いた

他の部分の業務が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第44条の２ 前条に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受注者は、

前条の規定による契約の解除をすることができない。 

 （解除の効果） 

第45条 この契約が解除された場合には、第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は消滅す

る。ただし、第37条に規定する部分引渡しに係る部分については、この限りでない。 

２ 発注者は、前項の規定にかかわらず、この契約が業務の完了前に解除された場合において、受注

者が既に業務を完了した部分（第37条の規定により部分引渡しを受けている場合には、当該引渡部

分を除くものとし、以下「既履行部分」という｡）の引渡しを受ける必要があると認めたときは、既

履行部分を検査の上、当該検査に合格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において、

発注者は、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた既履行部分に相応する契約代金（以下

「既履行部分契約代金額」という。）を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項に規定する既履行部分契約代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議
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開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

（解除に伴う措置） 

第46条 〔削除〕 

２  〔削除〕 

３ 受注者は、この契約が業務の完了前に解除された場合において、貸与品等があるときは、当該貸

与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品等が受注者の故意又は

過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代え

てその損害を賠償しなければならない。 

４ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解除が第41条

第３項、第42条又は第42条の３によるときは発注者が定め、第43条又は第44条の規定によるときは

受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段に規定する受注者のとるべき措置の期限、

方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

５ 業務の完了後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については発注者及

び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 

（賠償の予約） 

第 47条 受注者は、第 42条の３各号のいずれかに該当するときは、発注者がこの契約を解除するか

否かを問わず、賠償金として、この契約による契約代金の 100 分の 20 に相当する額を支払わなけ

ればならない。業務が完成した後も同様とする。 

２ この契約に関し、前項に規定する場合に該当し、かつ、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当

したとき、受注者は、発注者の請求に基づき、前項の規定する契約代金の 100 分の 20 に相当する

額に加え、契約代金額の 100分の 10に相当する額を賠償金として支払わなければならない。 

 (１) 本業務に関し受注者が発注者に対して名張市建設工事等入札実施要領第14条に抵触する行為

を行っていない旨の誓約書を提出していたとき。 

 (２) 第 42条の３各号に規定する刑に係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であると

判示されているとき。 

 (３) 第 42条の３各号に該当する内容で「名張市建設工事等資格停止措置要領」により、資格停止

を受け、資格停止措置期間満了後５ヵ年を経過していないとき。 

 (４) 発注者の職員が競売入札妨害（刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６第１項に規定する

罪）又は談合（第 96条の６第２項に規定する罪）の罪に係る確定判決において、受注者が発

注者の職員に不正な働きかけを行った旨判示されているとき。 

３ 前２項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が前項に規定する賠償金を超える場合においては、

発注者がその超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

 （保険） 

第48条 受注者は、設計図書に基づき火災保険その他の保険を付したとき又は任意に保険を付してい

るときは、当該保険に係る証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

 （賠償金等の徴収） 

第49条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支払わな

いときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から契約代金支払い

の日まで契約日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づき、財

務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率で計算した利息を付した額と、発注者の支払う

べき契約代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき契約日における政府契約の支

払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案し

て決定する率で計算した額の延滞金を徴収する。 

 

（データ等の保護管理） 

第50条 受注者は、発注者が提供した各種資料並びにこの契約に係る業務の契約目的物及び記録媒体

の内容をなすデータ（以下「データ等」という。）の保護管理について、次に掲げる事項を遵守す
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るものとする。 

 (１) データ等の正確かつ適正な維持管理のための措置を講ずること。 

 (２) データ等の漏えい、改ざん、汚損、損傷、滅失その他事故を防止するための措置を講ずるこ

と。 

 (３) データ等の授受、保管等に当たっては、管理台帳を設け、年月日、内容、数量、取扱い者等を

記録すること。 

 (４) データ等の保管場所について、安全に格納できるような必要な措置を講ずること。 

 (５) コンピュータ室、データ等保管室その他業務の処理に関連する施設について、入退室管理の

措置を講ずるとともに、データ等の管理に関し安全を確保するために必要な措置を講ずること。 

２ 受注者は、契約終了後及び解除後において、次の各号に定めるところにより、データ等を返還し、

又は処分しなければならない。 

 (１) 発注者から提供された業務に係るデータ等は速やかに返還すること。 

 (２) 発注者に納入又は返還を要する物件及び受注者が保管を要する物件を除き、業務に係る一切

のデータ等を抹消、焼却、切断等の方法により、再利用できない状態にして処分すること。 

（目的外利用等の禁止） 

第51条 受注者は、業務に係るデータ等及び業務の履行過程において得られた記録簿等を他人に閲覧

させ、複写させ、譲渡し、又は提供してはならない。この契約終了後及び解除後においても同様と

する。ただし、あらかじめ発注者の書面による承認を得たときは、この限りでない。 

（複写及び複製の禁止） 

第52条 受注者は、発注者の指示によるものを除き、業務に係るデータ等を複写し、又は複製しては

ならない。 

 （データ等の権利帰属） 

第53条 業務の実施のため、発注者が受注者に提供したデータ等に関する一切の権利は、発注者に帰

属するものとする。 

 （データ等の運搬） 

第54条 発注者及び受注者は、データ等の運搬業務の遂行に当たり、管理保全のために必要な措置を

講ずるものとする。 

（作業場所等） 

第55条 業務の作業場所は受注者の指定する場所とし、入出力資料等の受渡は発注者の指定する場所

において行うものとし、作業範囲、作業内容及び作業区分等は設計図書に明記するものとする。 

 （事故等発生時の報告義務） 

第56条 受注者は、業務の遂行において事故の発生により契約の履行に支障を生じ、又は生じると認

めるときは、速やかに事由を付して発注者に報告し、その対策を協議しなければならない。 

 （個人情報の取扱い） 

第57条 受注者は、この契約に係る個人情報（特定の個人を識別出来る情報をいう。以下同じ。）の

取り扱いについては、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。 

２ 受注者は、この契約に係る業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、その業

務に関して知り得た個人情報を他人に漏らしてはならないこと、及び契約の目的外に利用してはな

らないことを周知させるものとする。 

３ 受注者は、個人情報保護責任者を定め、発注者に書面により、この契約の締結の日から７日以内

に通知するとともに、この契約に係る個人情報の保護に関し必要な措置を講ずるものとする。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）、名

張市個人情報保護法施行条例（令和4年名張市条例第16号）及び名張市議会の個人情報の保護に関

する条例（令和4年名張市条例第23号）その他関係法令（名張市行政手続条例（平成13年名張市条例

第26号）第２条第２号に規定する法令又は同条第１号に規定する条例等をいう。）並びに名張市情

報セキュリティポリシーを遵守するものとする。 
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 （紛争の解決） 

第58条 この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議が整わな

かったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合、その他この契約に関して発注者と受

注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、協議の上調停人を選任し、当該調停人

のあっせん又は調停によりその解決を図る。この場合において、紛争の解決に要する費用について

は、発注者と受注者とが協議して特別の定めをしたものを除き、発注者と受注者とがそれぞれが負

担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理技術者又は照査技術者の業務の実施に関する紛争、受注者の使用

人又は受注者から業務を委任され、又は請け負った者の業務の実施に関する紛争及び監督員の職務

の執行に関する紛争については、第14条第２項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条

第４項の規定により発注者が決定を行った後又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第

２項若しくは第４項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、第１項のあっせん又は

調停の手続を請求することができない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、発注者又は受注者は、必要があると認めるときは、同項に規定する

手続前又は手続中であっても同項の発注者と受注者との間の紛争について民事訴訟法（平成８年法

律第109号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和26年法律第222号）に基づく調停の申立てを

行うことができる。 

  (補則) 

第59条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要に応じ

発注者受注者協議してこれを定めるものとする。 

 

 


